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（第 2版）』（2010 年）368 頁以下（以下，『総論』と略記），井田良『講義刑法学・総論』
（2008 年）504 頁，塩見淳「共犯関係からの離脱」法教 387 号 94 頁以下，萩原滋「共犯
の離脱・解消」岡山大学法学会雑誌 58 巻 2 号 211 頁等参照。さらに，吉田宣之「判批」
警察研究 63 巻 11 号 43 頁以下。なお，大塚仁『刑法概説（総論）（第 4版）』（2008 年）







法学論集 54 巻 2 号 141 頁，大谷實『刑法講義総論新版（第 4版）』（2012 年）470 頁，島
田聡一郎「共犯からの離脱・再考」研修 741 号 14 頁注 2（以下「再考」と略記），照沼





















） 東京高判昭和 25・9・14 高刑集 3巻 3号 407 頁，大阪高判昭和 41・6・24 高刑集 19 巻
4 号 375 頁，東京地判昭和 31・6・30 新聞 19 号 13 頁等。なお，福岡高判昭和 28・1・12
高刑集 6巻 1号 1頁，名古屋高判平成 15・6・19LEX/DB 28085765。
） 松江地判昭和 51・11・2 刑月 8 巻 11 = 12 号 495 頁，旭川地判平成 15・11・14 LEX/
DB28095059。
） 東京高判昭和 30・12・21 高刑裁特 2 巻 24 号 1292 頁，東京高判昭和 46・4・6東高刑
22 巻 4 号 156 頁，福岡高判昭和 63・12・12 高検速報（昭 63）187 頁等。なお，東京地
判昭和 51・12・9 判時 864 号 128 頁，東京地判平成 7・10・13 判時 1579 号 146 頁。
） 代表的なものとして，原田・前掲書 186 頁以下，任介・前掲書 173 頁以下。すでに，
鈴木義男「実行着手前における共謀関係からの離脱」臼井滋夫ほか『刑法判例研究Ⅱ』
（1968 年）130 頁以下，大塚仁『刑法論集⑵』（1976 年）32 頁（以下，『論集』と略記）
等。
から，因果性の遮断に必要な行為に差が生じるためにすぎないとする見解（因
果性遮断説）が有力化している6)。そして，最決平成元・6・26 刑集 43 巻 6 号
567 頁（以下，平成元年決定とする)7)とそれに関する原田國男調査官の解説が出
されて以降の多くの裁判例も，因果性遮断説と親和的な判断を示しており8)，












） 拙稿「共犯論における判例の変容」法セミ 705 号 14 頁以下参照。なお，因果性遮断説
の基礎には共犯の処罰根拠に関する因果的共犯論があると説明されることが一般である
（林幹人『判例刑法』（2011 年）145 頁以下〔以下，『判例』と略記〕，照沼・前掲 274 頁







） 平成元年決定については，原田・前掲書 175 頁のほか，園田寿「判批」法教 111 号 80
頁，戸田信久「判批」研修 499 号 71 頁，野村稔「判批」法教 113 号別冊付録「判例セレ
クトʼ89」33 頁，前田雅英「判批」判例評論 373 号 64 頁（以下，「判批」と略記），吉
田・前掲 39 頁等。
） 福岡高判平成 7・1・18 判時 1551 号 138 頁，東京地判平成 12・7・4 判時 1769 号 158
頁，名古屋地判平成 14・4・16 判時 1831 号 160 頁，仙台高判平成 16・12・21 高刑速




















） 平成 21 年決定については，任介・前掲書 165 頁のほか，今井（康）・前掲 139 頁，金
子博「判批」立命館法学 332 号 271 頁，葛原力三『重判解平成 21 年度』179 頁，島田
「判批」30 頁，豊田兼彦「判批」刑ジャ 27 号 81 頁，中川深雪「判批」警察学論集 62 巻
11 号 183 頁，野呂裕子「判批」研修 734 号 141 頁，林『判例』143 頁，日髙義博「判批」
専修ロージャーナル 6 号 247 頁，宮崎香織「判批」研修 735 号 23 頁，山本高子「判批」
法学新報 117 巻 3 = 4 号 343 頁等。
10） 例えば，泉二新熊『改訂刑法大要（第 5 版）』（1916 年）205 頁，大場茂馬『刑法総論
下巻』（1917 年）824 頁以下，岡田庄作『刑法原論（総論）増訂改版』（1917 年）339 頁
以下，宮本英脩『刑法學粹』（1931 年）403 頁以下，佐瀬昌三『刑法大意（第 1分冊）』
（1937 年）213 頁，江家義男『刑法講義総則編』（1940 年）387 頁以下，中義勝『刑法総



























（総論）（第 3版）』（1995 年）416 頁以下においても維持されている。
13） この例は，大判昭和 9・2・10 刑集 13 巻 127 頁に関する滝川博士の評釈（滝川幸辰
『刑事法判決批評第 1 巻』（1937 年）143 頁以下）から引用されている。なお，同様の発








































































































































20） 拙稿・前掲 14 頁参照。前掲注），注）も参照。
















23） 例えば，大判昭和 10・6・20 刑集 14 巻 722 頁は，「共同犯意に基く実行行為を阻止せ
ざる限り被告人のみに付中止犯として論ずることを得ざるを以て其の共犯者の行為に依
りて遂行せられたる犯罪の責任を免るるを得ず」とした（片仮名は平仮名に，漢字は現
代の表記に改めた）。大判大正 12・7・2 刑集 2 巻 610 頁，大判昭和 9・2・10 刑集 13 巻
127 頁も参照。
なお，当時の判例は共犯関係からの離脱の問題を中止犯の問題と捉えていたといわれ
ることが多い（萩原・前掲 211 頁，照沼・前掲 273 頁等）。確かに，そのような分析に整










25） 拙稿・前掲 13 頁以下参照。ただし，そこで指摘したように，着手後の離脱に関する裁
判例の多くが，継続犯や複数の行為が包括一罪になりうる場合に関するものであること
には注意する必要がある。大越義久『共犯論再考』（1989 年）142 頁も参照。

























































とは言い難い面がある（中山研一『刑法総論』（1982 年）505 頁以下，園田・前掲 80 頁
以下についても同様のことがいえる）。そこには，つの問題が別個の問題として分離し
ていく過渡的な性格が表れており，学説史的に興味深い。





















34） 原田・前掲書 182 頁。また，前掲福岡高判平成 7・1・18 も，平成元年決定を共犯関係
からの離脱につき因果性の遮断を要求したものと理解している。
35） 原田調査官解説が公表されて間もない相内信「共犯からの離脱，共犯と中止犯」阿部
純二ほか編『刑法基本講座（第 4 巻）』（1992 年）247 頁以下をはじめ，共犯関係からの
離脱に関するその後の多くの文献が，この問題に関する判例の立場を検討する際に，同
解説を引用している。
36） 例えば，前掲東京地判平成 7・10・13，東京地判平成 8・3・6 判時 1576 号 149 頁，前
掲東京地判平成 12・7・4，名古屋高判平成 14・8・29 判時 1831 号 158 頁を収録した判
例時報における各裁判例に関する匿名解説を参照。
37） 井田・前掲書 504 頁，今井猛嘉「共犯関係からの離脱」西田典之ほか編『刑法の争点』
（2007 年）118 頁，大越・前掲書 149 頁以下，内藤謙『刑法講義総論（下）Ⅱ』（2002
年）1426 頁，中山研一ほか『レヴィジオン刑法Ⅰ共犯論』（1997 年）172 頁（浅田和茂），




















38） 近年の基本書では，伊東研祐『刑法講義総論』（2010 年）386 頁，西田『総論』368 頁
以下，堀内捷三『刑法総論（第 2 版）』（2004 年）304 頁以下，前田雅英『刑法総論講義
（第 5 版）』（2011 年）543 頁，松原芳博『刑法総論』（2013 年）393 頁（375 頁も参照），
山口厚『刑法総論（第 2 版）』（2007 年）352 頁，山中敬一『刑法総論（第 2 版）』（2008
年）960 頁（以下，『総論』と略記）等。
39） 前掲福岡高判昭和 28・1・12，東京地判昭和 31・6・30，東京地判昭和 52・9・12 判時


























41） 町野朔「惹起説の整備・点検」『内藤謙先生古稀祝賀』（1994 年）130 頁以下。共犯関
係からの離脱については，同 138 頁。
42） なお，林幹人『刑法総論（第 2 版）』（2008 年）385 頁以下，同『判例』147 頁以下も
心理的因果性の遮断を重視する（ただし，物理的因果性の重要性を完全に否定している
わけではない）。前田「判批」67 頁，今井（康）・前掲 148 頁も参照。
43） 町野教授の見解に対する批判として，今井（猛）・前掲 118 頁，西田『共犯理論』288

























44） 大判大正 14・1・22 刑集 3巻 921 頁，東京地判昭和 63・7・27 判時 1300 号 153 頁等。
45） 共犯関係からの離脱は，残余共犯者によって惹起された結果の離脱者への帰属の可否





























ことが必要」と述べていた（前掲 79 頁）。伊東・前掲書 387 頁，葛原・前掲 180 頁，金
子・前掲 276 頁，280 頁も参照。






















の意思の表示を挙げる裁判例は散見されるが（東京高判昭和 26・10・29 高刑判特 25 号
11 頁，広島地三次支判昭和 33・4・25審刑集 1 巻 4 号 648 頁，大阪高判昭和 58・7・
15 高検速報（昭 58）250 頁），離脱の意思表示だけで離脱を認めた裁判例はないようで
ある（今井（康）・前掲 141 頁）。


























51） 原田・前掲書 187 頁，任介・前掲書 183 頁も参照。
52） 前掲東京地判昭和 52・9・12，名古屋高判平成 15・6・19 参照。大塚仁ほか編『大コ























































57） 共犯関係からの離脱と共犯関係の解消を区別する実益についての塩見・前掲 95 頁も参
照。




















































































































とになる。今井（猛）・前掲 119 頁，照沼・前掲 270 頁以下も参照。
69） なお，新たな共謀に基づく行為か否かという問題は，「共謀の射程」の問題とも関連す
る（この点につき，照沼・前掲 270 頁から 273 頁が有益である）。本稿では，議論の拡散
を防ぐために，共謀の射程の問題は取り上げないが，最判平成 6・12・6 刑集 48 巻 8 号
509 頁等を対象とした別稿を用意している。共謀の射程については，十河・前掲 73 頁以
下，橋爪隆「共謀の射程と共犯の錯誤」法教 359 号 20 頁以下が教示に富む。































































76） 日髙・前掲 257 頁は，共謀関係の解消を，謀議により企図された全体的な犯行の推移
を考慮して検討することの重要性を説く。また，中川・前掲 191 頁以下は，その主張に
明瞭さを欠く嫌いはあるが，この点を検討したものと解する余地がある。
77） 任介・前掲書 172 頁。高橋・前掲書 488 頁は，平成 21 年決定につき，強盗について
「実質的には」着手後であると解したものとする（任介・前掲書 181 頁も参照）。

























79） 前掲松江地判昭和 51・11・2，旭川地判平成 15・11・14 参照。





















































































86） 井田・前掲書 505 頁，塩見・前掲 99 頁以下，高橋・前掲書 486 頁，萩原・前掲 220 頁，
林『判例』147 頁以下，堀内・前掲書 304 頁以下，山中『総論』960 頁，拙稿「演習」法




孝明『刑法総論講義（第 4 版）』（2009 年）316 頁以下（葛原・前掲 180 頁，豊田・前掲
85 頁，金子・前掲 292 頁以下も参照）。用語に拘泥することに批判的なのは，島田「判
批」32 頁。また，照沼・前掲 284 頁注 37）。
























88） 原田・前掲書 183 頁以下も参照。
89） 塩見・前掲 100 頁。
90） 豊田・前掲 86 頁。また，原田・前掲書 184 頁以下，島田「判批」33 頁も参照。




92） 首謀者の離脱に関する議論にはこのような傾向が見られる。葛原・前掲 180 頁も参照。
 結びにかえて
本稿では，共犯関係からの離脱に関する従来の学説・判例の検討を踏まえ，
結論として，⑴共同正犯関係からの離脱については，共同正犯性（共謀関係）
の解消という観点と共犯の処罰根拠としての因果性の遮断という観点を区別し
て検討する必要があること，⑵狭義の共犯関係からの離脱については，専ら後
者の観点が問題になるが，そこでの因果性の遮断の有無は，規範的観点から行
う必要があるとの認識を前提にして，①共犯行為の本質を踏まえた上で，②共
犯行為の残余共犯者に対する影響力の除去という観点と，③残余共犯者の実行
行為が新たな決意に基づいて行われたと評価されるか（この意味で別個の犯罪
事実と評価されるか）という観点から判断すべきであることを主張した。いず
れについても，試論の域を出ていない部分が多く，また，前提となる共同正犯
の本質（共謀関係）についての考察も不十分な点が多い。今後，これらの点に
ついてさらに考察を深めていくことを約して筆を擱くこととしたい。
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